
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

すくすく保育支援事業（保育所：２・３号） 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H8 23 544,445 544,445 ○

すくすく保育支援事業（幼稚園：１号） 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H27 4 14,151 14,151 ○

すみずみ子育てサポート事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ ○ H16 15 69,561 55,551 14,010 ○

新３人っ子応援プロジェクト（病児保育・一時預かり事業） 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H18 13 8,694 8,694 ○ △ 511

「ママ・ファースト運動」推進事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H19 12 1,021 1,021 ○

子育てマイスター地域活動推進事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ ○ H17 14 2,522 33 2,489 ○ △ 195

特別保育推進事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H28 3 246,501 246,501 ○ △ 3,973

保育士処遇改善等事業 新規 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H30 1 7,787 3,893 3,894

医療的ケア児保育支援モデル事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H29 2 25,764 17,176 8,588 ○

要支援妊産婦等支援モデル事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ Ｈ29 2 4,176 4,176 ○ △ 3,624

地域少子化対策重点推進交付金　市町補助事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H26 5 984 984 ○ △ 4,697

福井県元気な子ども・子育て応援計画推進事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H17 14 6,033 6,033 ○

認定こども園施設整備費補助事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H28 3 219,460 188,820 30,640 ○ △ 445,924

私立幼稚園等緊急環境整備事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H21 10 51,090 51,090 ○

園務改善のためのICT化支援事業 新規 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H30 1 5,400 5,400

児童養護施設整備事業（次世代育成支援対策施設整備事業） 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H20 11 276,746 184,497 92,249 ○

子育てを応援する職場環境づくり推進事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H27 4 1,500 1,500 ○

ふくいの子宝応援事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H26 5 27,802 27,802 ○

不妊治療費助成事業 拡充 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H30 1 5,604 5,604 ○

子ども地球科学探究心向上プロジェクト 新規 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H30 1 13,303 13,303

県外の科学館等を訪問する１泊２日のバスツアー事業 新規 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H30 1 2,098 1,049 1,049

ひとり親家庭児童の学習支援事業 拡充 政策的経費 福井から人材育成 第三次　福井県ひとり親家庭自立支援計画 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ ○ H25 6 13,519 8,043 5,476 ○

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 第三次　福井県ひとり親家庭自立支援計画 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H27 4 1,400 1,050 350 ○ △ 100

ひとり親家庭等の子育て安心プラン事業 新規 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 第三次　福井県ひとり親家庭自立支援計画 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 ○ H30 1 38,000 38,000

11 16 1,587,561 521,729 30,673 1,035,159 1 11 7 △ 459,024

平成２９年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般

課・室名 子ども家庭課 （単位：千円）

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

平成
３０年度
予算額

 財源内訳



課長名

■ □ H8 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 23 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部

補助

前事業の有無・実績

事業名 すくすく保育支援事業

（実績）

　平成２６年度までは第３子以降３歳未満児を対象に、毎年２万人程度の児
童の保育料を無料化してきた。しかし、近年、少子化が大きな問題となって
いるため、平成２７年度より対象を第３子以降就学前までの児童へと拡充
し、より切れ目のない子育て家庭への経済的支援を行っている。

課名

県１／２、市町１／２

保育施設に第３子以降・就学前児童を入所させている保護者 ［想定される受益者数］ ３，９３４人

事業実施方法

□ その他

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点

第３子以降・就学前児童の保育料について無料化することにより、
保護者の費用負担の軽減を図ることができた。

変更点なし。

事業主体

補助率

自 治 事 務

法 定 受 託 事 務

事 務
区 分

縮減 □ 終期の見直し 見直し額

□ 整理統合 □ 廃止

□ 拡充 □

■ 継続 □ 休止

事業評価

すくすく保育支援事業（保育所：２・３号）

補 助 金 H31

実行予算

そ の 他

［事業目的］

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等
ビジョン  〔

政　　策  〔

元気な社会

人口減少に歯止めをかける徹底戦略
〔 〕第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

子ども家庭課 有賀計子

市町
事 業
区 分

市町との連携状況
市町が実施主体である。（負担割合：県１/２、市町１/２）
また、全市町が実施。

子育て家庭への経済的負担の軽減策を実施することにより、仕事と子育ての両立支援を図る。

保育施設に児童を入所させている保護者の費用負担の軽減策として、第３子以降・就学前児童の保育料について無料化する市町に対し補助する。
　①実施主体　　市町
　②補助基準額　各市町が定める保育料
　③予算要求額　５４４，４４５千円（一般）
　　　　　　　　　３～５歳児：３４０，５５６千円（一般）
　　　　　　　　　０～２歳児：２０３，８８９千円（一般）
　④負担割合　　県１／２　市町１／２

［受益者］

□ 完了
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課長名

■ □ H8 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 23 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

199,186 515,759 496,580 527,523

216,958 550,260 545,720 586,296

212,596 530,774 527,684

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

18.0% 18.7% 18.5%

21,455 52,865 47,227

□ 無

■ 有

健康福祉部区分

実績

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度

H31

そ の 他

事業費 国庫 起債

経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名

その他

前年度までの
主な増減理由

２６年度までは第３子以降３歳未満児のみを対象としていたが、２７年度から第３子以降就学前まで対象を拡大。
２８年度は国による低所得世帯の保育料無料化により、当初において必要経費の減少を見込んだが、年度途中に算定した経費が見込みを上回ったため、増額補正を行っ
た。

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

補 助 金

当 初 予 算 額 の 推 移 544,445

区分 一般財源 国庫、その他財源の名称等

予算額

544,445 544,445

有賀計子課名 子ども家庭課

事業主体 市町

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

他県の状況

【近隣の県の状況】
○京都：第３子以降就学前までの保育料を無料化(所得制限あり)
○石川、富山(H30.9より開始)
　　　：第２子以降就学前までの保育料を無料化(所得制限あり)
【類似した事業を行っている県】
○鳥取、和歌山、栃木
　　　：第３子以降就学前までの保育料を無料化(所得制限なし)
　(鳥取は同時入所している第２子の保育料を無料化(所得制限あり))
　(和歌山は第２子の保育料を無料化(所得制限あり、H30.4より開始))
※福井県は一時預かり、病児デイケアも無料化の対象としており、全国
でトップの支援を行っている。

関連事業の有無・
役割分担

活動指標 対象のべ人数
(目標)

事業名 新ふくい３人っ子応援プロジェクト

（役割分担）

新ふくい３人っ子応援プロジェクトの対象事業の一つである。
【新ふくい３人っ子応援プロジェクト対象事業】
　①すくすく保育支援事業
　②一時預かり事業（幼稚園型を除く）
　④病児デイケア促進事業
　⑤すみずみ子育てサポート事業

区　　　　　　分 ３０年度

成果指標 第３子以降出生割合
(目標)

実績

事業実施方法 補助

補助率 県１／２、市町１／２ 法 定 受 託 事 務

継続

事 務
区 分

自 治 事 務 実行予算

実績等を踏まえた３０年度の変更点

目標・指標の考え方・積算根拠

社会環境により入所児童数が変動するため、数値目標の設定が困難である。
【成果目標】保護者負担を軽減し、就労と育児の両立支援を図る。

社会環境により入所児童数が変動するため、数値目標の設定が困難である。
【成果目標】保育施設に児童を入所させているすべての保護者。

事 業
区 分

事業
開始
年度

すくすく保育支援事業（保育所：２・３号）
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課長名

■ □ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

第３子以降・就学前児童の保育料について無料化することにより、
保護者の費用負担の軽減を図ることができた。

変更点なし。

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

　平成２６年度までは、保育所に通う第３子以降３歳未満児を対象に、毎年
２万人程度の児童の保育料を無料化してきた。しかし、近年、少子化が大き
な問題となっているため、平成２７年度より対象を第３子以降就学前までの
児童へと拡充したことに伴い、新たに幼稚園や認定こども園（１号部分）を
対象施設に追加。

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

幼稚園・認定こども園（１号認定）に児童を入所させている保護者の費用負担の軽減策として、第３子以降・就学前児童の保育料について無料化する市町に対し補助
する。
　①実施主体　　市町
　②補助基準額　各市町が定める保育料
　③予算要求額　１４，１５１千円（一般）
　④負担割合　　県１／２　市町１／２

［受益者］ 幼稚園・認定こども園に通う多子世帯の保護者（１号認定こども） ［想定される受益者数］ ２８７人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町が実施主体である。（負担割合：県１/２、市町１/２）

事業名 すくすく保育支援事業

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

子育て家庭への経済的負担の軽減策を実施することにより、仕事と子育ての両立支援を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 県１／２、市町１／２ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

すくすく保育支援事業（幼稚園：１号）

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

39,929 49,505 20,591

39,929 20,766 16,678

18,117 16,496

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

18.0% 18.7% 18.5%

4,512 3,387

□ 無

■ 有

他県の状況

【近隣の県の状況】
○京都：第３子以降就学前までの保育料を無料化(所得制限あり)
○石川、富山(H30.9より開始)
　　　：第２子以降就学前までの保育料を無料化(所得制限あり)
【類似した事業を行っている県】
○鳥取、和歌山、栃木
　　　：第３子以降就学前までの保育料を無料化(所得制限なし)
　(鳥取は同時入所している第２子の保育料を無料化(所得制限あり))
　(和歌山は第２子の保育料を無料化(所得制限あり、H30.4より開始))
※福井県は一時預かり、病児デイケアも無料化の対象としており、全国
でトップの支援を行っている。

関連事業の有無・
役割分担

事業名 新ふくい３人っ子応援プロジェクト

（役割分担）

新ふくい３人っ子応援プロジェクトの対象事業の一つである。
【新ふくい３人っ子応援プロジェクト対象事業】
　①すくすく保育支援事業
　②一時預かり事業（幼稚園型を除く）
　④病児デイケア促進事業
　⑤すみずみ子育てサポート事業

活動指標 対象のべ人数
(目標) 社会環境により入所児童数が変動するため、数値目標の設定が困難である。

【成果目標】幼稚園部分に児童を入所させているすべての保護者。
実績

成果指標 第３子以降出生割合
(目標) 社会環境により入所児童数が変動するため、数値目標の設定が困難である。

【成果目標】保護者負担を軽減し、就労と育児の両立支援を図る。
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

２７年度から、すくすく保育支援事業の対象施設に、幼稚園や認定こども園（１号部分）が加わった。
２８年度は保護者への事業周知の結果、当初において必要経費が増えると見込んだものの、年度途中に算定した経費が見込みを下回ったため、減額補正を行った。

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 14,151

変更点なし。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

14,151 14,151

県１／２、市町１／２ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

すくすく保育支援事業（幼稚園：１号）
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課長名

■ ■ H16 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 15 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

年々利用者数は増加傾向にあり、きめ細やかな子育て支援に寄与し
ている。

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

①以下のサポートに対して補助
　実施主体：市町
　対象経費：一時的保育サービス、保育所等への送り迎え、生活支援（食事づくりや買い物、洗濯等）に要する経費
　（１）対象事由　　　残業、就職活動、疾病、事故、冠婚葬祭、学校等の公的行事への参加等、一時的に子育てに対する支援が必要
　（２）利用対象者　　小学校就学前までの児童を養育する者（ただし、小学校３年生以下については、放課後児童クラブを利用できない児童が対象、
　　　　　　　　　　　就労により保育所利用が可能な場合は補助対象外）および第１子を出産予定の妊婦
　（３）補助対象時間　一施設、児童一人あたり月７０時間以内、ただし、妊婦家庭は月３５時間以内
　（４）補助基準額
　　（ア）利用料金：３５０円／時間（算出根拠：７００円／時間（サービスに要する経費）－３５０円／時間（半額利用者負担）＝３５０円／時間）
　　　　　ただし、以下の場合は７００円／時間
　　　　　第３子以降就学前児童を持つ世帯（出生順位に関係なく第３子以降就学前児童の人数分）、生後１か月未満の第１子または第２子を対象とする生活支援
　　（イ）保険料：４００円／人
②研修会の開催
　派遣型で一時保育を行う事業所の保育従事者資質向上のために、研修会を年に１回開催（研修内容：乳幼児のケガの応急手当や子どもの発達の特性など）

［受益者］ 子育て世帯 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町と県、合わせて１／２補助

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　近年の少子化や核家族化の進行に伴う家族形態の変化および都市化の進展に伴い、家族や地域社会が担ってきた子育て支援機能が低下してきていることから、既存
の子育て支援制度では補いきれないきめ細やかなニーズに柔軟に対応する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率  1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

すみずみ子育てサポート事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ ■ H16 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 15 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

50,626 60,460 77,317 64,660

62,592 61,971 64,163 68,421

54,520 57,048 59,309

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

53,992 53,975 54,338

(50) (53) (53)

47 50 50

■ 無

□ 有

他県の状況 本県独自施策
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 実施箇所数
(目標) (53)

実績

成果指標 延べ利用者数
(目標)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

・２７年度から全額（７００円）補助の対象を、第３子以降の３歳未満児から、第３子以降就学前児童をもつ世帯における第３子以降就学前児童の人数分（出生順位に関
係なく）に拡大したことによる増
・２８年度から、対象を第１子を出産予定の妊婦にまで拡大。また、生後１か月未満の第１子または第２子の児童を対象とする生活支援を全額補助にしたことによる増

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 69,561

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

69,561 55,551 14,010 電源立地対策交付金

 1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

すみずみ子育てサポート事業
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課長名

■ □ H18 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 13 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

【平成２８年度３人っ子応援プロジェクト対象児童数】
病児保育　　２，６０５人
一時預かり　４，０６１人

利用見込者の数の減による見直し

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 511

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

・一時預かり事業
補助基準額　　２，０００円／日（１，０００円／半日）
補助対象経費　保育所等が実施する一時預かり事業を第３子以降未就学児が利用した場合の利用料
実施主体　　　市町
補助率　　　　県１／２、市町１／２
・病児保育事業
補助基準額　　２，０００円／日（１，０００円／半日）
補助対象経費　病院・保育所等が実施する病児保育事業を第３子以降未就学児が利用した場合の利用料
実施主体　　　市町
補助率　　　　県１／２、市町１／２

［受益者］ 県内の子育て世帯 ［想定される受益者数］ １８,５５９世帯（Ｈ２２年度国勢調査：3歳未満世帯員のいる一般世帯数）

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町が実施主体である。（負担割合：県１/２、市１/２）

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

一時預かり、病児保育を利用する際にかかる利用料について、第３子以降未就学児の利用料を無料化することにより、多子世帯の経済的負担を軽減する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｈ31

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 １／２ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

新３人っ子応援プロジェクト（病児保育・一時預かり事業）

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H18 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 13 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

6,965 8,345 9,336 9,205

7,877 10,888 9,829 8,295

6,272 8,129 6,587

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

12,544 16,258 13,188

6,910 8,863 6,666

□ 無

■ 有

他県の状況
富山県　実施なし
石川県　病児・病後児保育の利用料のみ減免（一時預かりは実施なし）

関連事業の有無・
役割分担

事業名 子ども・子育て支援交付金事業

（役割分担）

子ども・子育て支援交付金　運営費補助
３人っ子応援プロジェクト　利用料補助

活動指標 対象延べ人数
(目標)

実績

成果指標 利用料助成額
(目標)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

平成２６年度までは第３子以降３歳未満児のみを対象
平成２７年度から第３子以降就学前まで対象を拡大

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 8,694

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

Ｈ31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

8,694 8,694

１／２ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

新３人っ子応援プロジェクト（病児保育・一時預かり事業）
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課長名

■ □ H19 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 12 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了全国共通展開に伴い、新たな協賛店舗の開拓を実施
商工会議所などに協力を依頼し、新たな協賛店が増えるよ
う働きかける

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

１　すまいるＦカード事業（全国共通展開にも参画）
　県内の、子どもが３人以上いる世帯を対象にカードを配布し、協賛店舗で割引・特典を実施。
　また、全国共通展開店舗として、子ども連れ家族対象の優待サービス（ベビーカー入店可能、キッズスペースの設置など）を実施。
　・対象世帯：県内の１８歳未満の子どもが３人以上いる世帯（約１２，０００世帯）
　・協賛企業：１店舗あたり５千円の協賛金。卓上のぼり、ステッカーなど協賛グッズを配布し、店舗に設置
　・利用方法・協賛店舗でカードを提示することで、割引・特典を受けられる
　・周知方法：ＨＰに割引・特典の情報を掲載
２　子育て応援パスポート全国共通展開
　子ども連れ家族対象の優待サービス（ベビーカー入店可能、キッズスペースの設置など）を実施。
　・対象世帯：全国の子育て世帯
　・協賛企業：ステッカーを配布し、店舗に設置
　・周知方法：ＨＰに優待サービスなどの情報を掲載

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ １２，０００人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町の窓口で、すまいるＦカード申請書の受付

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

企業・地域社会・行政が一体となって子育てを応援する取組みを行い、社会全体で子育て世帯を応援する機運の醸成につなげる。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 負担金 補 助 金 H31

事業主体 ふくいウェルフェア事業実行委員会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 県10/10 法 定 受 託 事 務 そ の 他

「ママ・ファースト運動」推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H19 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 12 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

1,555 1,400 1,260 1,134

1,555 1,400 1,260 1,134

1,555 1,400 1,260

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(802) (802) (827) (852)

777 773 808

■ 無

□ 有

他県の状況 47都道府県で、同様の子育て応援パスポート事業を実施
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
(目標)

実績

成果指標 協賛店舗数
(目標) (877) 平成27年度以降、協賛店舗数を毎年25店舗ずつ増やし、5年後の平成31年度には、900店舗

まで拡大する。
実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 1,021

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

1,021 1,021

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 負担金 補 助 金 H31

補助率 県10/10 法 定 受 託 事 務

事業主体 ふくいウェルフェア事業実行委員会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

「ママ・ファースト運動」推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ ■ H17 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 14 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

448名(H28年度末)を子育てマイスターとして登録し、地域における
育児相談会への参加などさまざまな活動を行い、身近で気軽に相談
できる環境の整備が図られた。

事務的経費の見直し

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 195

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

（１）子育てマイスター登録・広報（Ｈ２９．９．１　現在４４９人）
（２）子育てマイスター活動
　　　①子育てマイスターの専門家としてのアドバイスを福井新聞を通じて実施
　　　②乳幼児と保護者が一緒に集える場を提供し、子育てマイスターを活用する経費に補助する。（負担割合：県１／２　市町１／２）
（３）各健康福祉センター主催の交流会・研修会の開催
　　　子育てマイスター交流会・研修会の開催

［受益者］ 子育て世帯 ［想定される受益者数］ 49,087世帯（H27国勢調査、１２歳未満世帯員のいる一般世帯数）

前事業の有無・実績 市町との連携状況
児童館等で、毎週１回以上、乳幼児と保護者が気軽に座談会や育
児相談を行い、月１回以上子育てマイスターを活用する事業を実
施した場合、かかる経費を県と市町で補助する。

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

地域で子育て中の保護者が気軽に相談できる環境を整備するため、子育てに関わりのある有資格者を、県が「子育てマイスター」として認定登録し、活動を支援す
る。
また、家庭で子育てをする親に対し、保育所や幼稚園、認定こども園における相談環境を整備するため、子育てマイスターを活用し子育て支援体制の充実を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 市町（一部県）
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 １／２（一部１０／１０） 法 定 受 託 事 務 そ の 他

子育てマイスター地域活動推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 一部内 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ ■ H17 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 14 年

諸収入

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

3,711 3,373 3,004 2,717

3,749 3,373 2,990 2,717

3,718 3,324 2,915

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(400) (400) (400) (400)

497 472 448

(17) (17) (17) (17)

14 14 14

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 実施市町数
(目標)

全市町で実施

実績

成果指標
子育てマイスター登録者
数

(目標) (400)
小学校区に子育てマイスターを約２名配置

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

これまでの実績を考慮して減

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 2,522

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

2,522 33 2,489

１／２（一部１０／１０） 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 市町（一部県）
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 一部内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

子育てマイスター地域活動推進事業
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課長名

■ □ H28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 3,973

①産休等代替職員費補助事業
7市町25施設において産休等の代替職員を配置し、児童の処遇を確保
②ふれあい保育推進事業
15市町179施設において加配を行い、542名の乳幼児を支援
③低年齢児保育充実促進事業
9市57施設において低年齢児における加配を実施し、保育の質を確保
④保育カウンセラー配置事業
16市町において、延48名のカウンセラーが「気になる子」を支援

補助対象者の減による見直し

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

保育所等において、以下の事業を実施する。

①産休等代替職員費補助事業
　・児童福祉施設等職員が出産・疾病のため長期間休暇する場合代替職員費を補助
②ふれあい保育推進事業
　・保育に欠ける障害児を健常児とともに集団保育することで、当該乳幼児の福祉の推進を図る
③低年齢児保育充実促進事業
　・１・２歳児の担当保育士を設備運営基準より増員し、保育体制の向上を図る
④保育カウンセラー配置事業
　・発達障害等を抱える子に対応した保育カウンセラーを配置し、当該児童の細やかな育ちを支援

［受益者］ 保育園等に入所している児童等 ［想定される受益者数］ 約28,000人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
産休等代替職員費補助金を除き、市町も県と合わせて１／２を負
担する。

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

保育所等における保育サービスの充実や保育環境の改善を行い、本県の子育て環境の向上を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 31

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 県１／２、市町１／２ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

特別保育推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

238,409 250,474

238,198 247,046

209,848

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(17) (17)

16

■ 無

□ 有

他県の状況

①産休等代替職員費補助事業
富山県、石川県においても実施

②ふれあい保育推進事業
富山県、石川県においても実施

③低年齢児保育充実促進事業
富山県、石川県では実施なし

④保育カウンセラー配置事業
富山県、石川県では実施なし

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
(目標)

実績

成果指標
特別保育推進事業実施市
町数

(目標) (17) 特別保育推進事業は、保育所等における保育サービスの充実や保育環境の改善を行い、本
県の子育て環境の向上を図ることが目的のため、全市町実施を目指す。

実績

前年度までの
主な増減理由

①産休等代替職員費補助事業
事業実施施設数の減による予算減
②ふれあい保育推進事業
事業対象児童数の減による予算減
③低年齢児保育充実促進事業
事業実施施設数の増による予算増
④保育カウンセラー配置事業
保育カウンセラーの総活動時間の減による予算減

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 246,501

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

246,501 246,501

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 31

補助率 県１／２、市町１／２ 法 定 受 託 事 務

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

特別保育推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

□ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

■ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

事業内容　　処遇改善等加算Ⅱの要件となる保育士等キャリアアップ研修を実施する。
研修コース　８分野１０コース（受講希望が多い分野は２回開催）
研修内容　　保育士等キャリアアップ研修ガイドライン（厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）に基づき実施
研修時間　　１分野１５時間以上
受講者　　　保育所・認定こども園に勤務する保育士等（定員９０名×１０コース）
実施主体　　県（福井県社会福祉協議会に委託）

［受益者］ 県内の私立の特定教育・保育施設に勤務する職員 ［想定される受益者数］ ９００人（９０人×１０コース）

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

保育士の処遇改善の要件となる保育士等キャリアアップ研修を実施することにより、保育士等の処遇改善を図ります。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

保育士処遇改善等事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

□ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

■ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

■ 無

□ 有

他県の状況

【近隣の県の状況】
○京都：第３子以降就学前までの保育料を無料化(所得制限あり)
○石川、富山(H30.9より開始)
　　　：第２子以降就学前までの保育料を無料化(所得制限あり)
【類似した事業を行っている県】
○鳥取、和歌山、栃木
　　　：第３子以降就学前までの保育料を無料化(所得制限なし)
　(鳥取は同時入所している第２子の保育料を無料化(所得制限あり))
　(和歌山は第２子の保育料を無料化(所得制限あり、H30.4より開始))
※福井県は一時預かり、病児デイケアも無料化の対象としており、全国
でトップの支援を行っている。

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 受講延べ人数
(目標) (900)

実績

成果指標
処遇改善加算Ⅱ実施施設
数

(目標) (175)
県内の処遇改善等加算Ⅱの対象となりうる私立保育所等特定教育・保育施設の数

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 7,787

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

子ども・子育て支援体制整備整備総合推進事業費補助金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

7,787 3,893 3,894

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H31

補助率 － 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

保育士処遇改善等事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

【平成２９年９月１日現在】
・実施市町　１町（永平寺町）
・対象児童数　１人
・実施か所数　１園

　変更なし

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

事業内容
　①医療的ケア児保育支援モデル事業
　　地方公共団体において看護師を雇い上げた際の費用を補助し、医療的ケア児の受け入れを行う保育所等に必要に応じて看護師を派遣し、保育を行う。
　②医療機関等協力体制整備事業
　　保育園等における医療的ケア児受入のための訪問看護ステーション等との連携にかかる経費の補助を行う。

補助基準額
　①１市町あたり８，０６０千円
　②１市町あたり７０６千円

［受益者］ 保育園に入所中もしくは入所予定の医療的ケア児 ［想定される受益者数］ 約160人（0～5歳　小児慢性特定疾病受給者）

前事業の有無・実績 市町との連携状況
実施主体は市町であるが、事業費の１／２を国が負担することに
あわせて県も１／４負担する。

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

看護師による医療的な対応が必要な児童のため、保育所等へ看護師を派遣する市町を支援する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国１／２（間接補助）、県１／４、市町１／４ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

医療的ケア児保育支援モデル事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

5,400

1,593

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(10)

(5)

■ 無

□ 有

他県の状況
富山県　実施なし

石川県　実施なし

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
医療的ケア児保育支援モ
デル事業実施園数

(目標) (10)

実績

成果指標 医療的ケア児受入園数
(目標) (15) 医療的ケアが必要となった場合に、安心して保育所等に入所できるように各市町において

環境整備を行い、平成３１年までに各市町に１園以上の受入園を確保する。
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

医療的ケアが必要な児童を受け入れている市町において、実施希望があり、予算増となった。
（平成２９年度実施市町　１市町　⇒　平成３０年度実施市町　４市町）

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 25,764

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

25,764 17,176 8,588 保育対策総合支援事業費補助金

国１／２（間接補助）、県１／４、市町１／４ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

医療的ケア児保育支援モデル事業
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課長名

■ ■ Ｈ29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

事務的経費等の見直し

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 3,624

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

〇産科医療機関において、母子生活支援施設や民間シェルター・児童相談所と連携した支援を実施。
　　　・貧困や未婚等で悩む妊産婦を支援し、出産後の生活を支援することで虐待を未然に防止。
　　　・実施想定施設：福井済生会病院（委託）

［受益者］ 妊産婦およびその家族 ［想定される受益者数］ 6,125人（Ｈ28年出生数）

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　妊娠～出産直後の養育に支援が必要な妊婦、妊婦健診を受けずに出産に至った産婦といった特定妊産婦等への支援を行い、望まない妊娠に悩む女性を支援するモデ
ル事業を実施

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な福井
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 Ｈ35

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国10/10 法 定 受 託 事 務 そ の 他

要支援妊産婦等支援モデル事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ ■ Ｈ29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

7,800

7,800

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(1)

■ 無

□ 有

他県の状況
平成２９年度モデル事業採択自治体
三重県、大阪府、香川県、熊本県、熊本市、福井県（６自治体）

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 協議会参加医療機関数
(目標) (1)

実績

成果指標 児童虐待発生予防
(目標)

第３次福井県元気な子ども・子育て応援計画
　妊娠・出産の支援体制の充実
　児童虐待防止対策の充実実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 4,176

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

Ｈ35

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

4,176 4,176 産前・産後母子支援事業（モデル事業）

国10/10 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金

要支援妊産婦等支援モデル事業
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課長名

■ □ H26 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 4,697

【越前市事業】
　○赤ちゃん抱っこ体験事業（３９９千円）

補助対象事業費の減による見直し

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

【越前市】　  ○赤ちゃん抱っこ体験事業（３９０千円）
　　        　  中学生が赤ちゃんとその親とに直接触れ合い命の大切さを再認識し、自身の家族とのつながりを感じることで子育てに優しい環境づくりを醸成。

【あわら市】　○赤ちゃん先生プロジェクト事業（２２１千円）
　　　　　　　　乳児を持つ親が小学校・中学校で「命の授業」を行い、命の大切さ・子どもを産み育てることの重要性を考える機会を提供する。

【坂井市】　　○赤ちゃん抱っこ体験学習事業（１４８千円）
　　　　　　　　中学生が赤ちゃんとその親とに直接触れ合い出産や育児に関する関心を高め、子どもを産み育てることの大切さを気付くきっかけをつくる。
　　　　　　　○ライフデザインセミナー事業（２２５千円）
　　　　　　　　高校生が恋愛や結婚、出産、子育てをテーマに講義を受け、人生設計を考え結婚・出産の意識を高め人口減少を食い止める一助とする。

［受益者］ 福井県内の子育て家庭 ［想定される受益者数］ 71,794世帯（H27国勢調査：18歳未満世帯員のいる世帯数）

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　地域における少子化対策の推進のため、結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組みを行い、安心して子どもを産み育
てる環境づくりを進める。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H33

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国庫10/10（間接補助） 法 定 受 託 事 務 そ の 他

地域少子化対策重点推進交付金　市町補助事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H26 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

13,600 5,458 5,681

4,675 5,458 399

2,384 5,410

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(2) (2) (1)

1 1 1

■ 無

□ 有

他県の状況 全都道府県の各市町において実施
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 補助市町数
(目標) (4)

実績

成果指標
(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

実施市町数の増減等による
H26年度：2市
H27年度：1市
H28年度：0市町
H29年度：1市

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 984

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

984 984

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H33

補助率 国庫10/10（間接補助） 法 定 受 託 事 務

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

地域少子化対策重点推進交付金　市町補助事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ ■ H17 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 14 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
策定した計画の評価および推進を図るため２回の会議を開催
委員から、県の計画に基づく各種の施策について、活発な意見が出
されており、有意義な会議である。

第四次計画（平成３２年度～３６年度）策定に向けて、県
民のニーズを把握し、今後の施策の方向性を見出すため調
査を実施

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

○第三次福井県元気な子ども・子育て応援計画推進会議の開催
（１）委　　員　　１０名
（２）事業期間　　平成２７年度～平成３１年度（５年間）
（３）協議内容　　①第三次計画に掲げる施策の実践・推進に関すること
　　　　　　　　　②子ども・子育て応援に向けた県の施策に対する意見・提言に関すること
　　　　　　　　　③その他子ども・子育て応援に関すること

○子育てに関するニーズ調査
　第四次計画（平成３２年度～３６年度）策定に向けて、県民のニーズを把握し、今後の施策の方向性を見出すため調査を実施

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況 　　市町子ども・子育て支援事業計画を踏まえて、計画を策定

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　「第三次福井県元気な子ども・子育て応援計画」の実行性を高めるため、地域の子育て支援、幼児教育・保育、企業、労働など様々な分野の関係者で構成する推進
会議を設置し、計画の進捗状況の評価や推進を行う。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

福井県元気な子ども・子育て応援計画推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ ■ H17 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 14 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

2,037 1,547 243 243

802 1,547 243 243

801 1,534 190

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(4) (2) (2) (2)

4 2 2 2

■ 無

□ 有

他県の状況 全県において計画策定、実施
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 会議開催回数
(目標) (2)

実績

成果指標
(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

・２６年度は第三次計画策定会議開催等の予算措置
・２７年度は計画書等の印刷経費を予算措置

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 6,033

第四次計画（平成３２年度～３６年度）策定に向けて、県民のニーズを把握し、今後の施策
の方向性を見出すため調査を実施

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

6,033 6,033

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率 － 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

福井県元気な子ども・子育て応援計画推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 445,924

・岡保こども園（福井市河水町）
・ゆきんこ光陽こども園（福井市光陽）
・玉ノ江こども園（福井市大島町）
・認定こども園光の子（福井市日光）
・藤島幼稚園（福井市経田）
・認定こども園聖三一幼稚園（福井市宝永）
・認定こども園いなほこども園（大野市春日）
・誓念寺中野こども園（大野市東中野）
・第二早翠幼稚園（敦賀市市野々）
・伊井こども園（あわら市清間）
・善久寺こども園（あわら市舟津）

・３０年度は、認定こども園の保育部分は安心こども基金
に加えて保育所等整備交付金（厚生労働省の市町に対する
直接補助）により実施

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

　平成２１年度～２７年度に保育所、認定こども園等の施設整備を含め８１
施設に対し補助を行った。これにより施設の老朽化対策や耐震改修が進み、
保育所等の耐震化率は福井県建築物耐震改修促進計画目標の９０％（２７年
度）を大きく上回り、子どもを安心して育てる環境づくりが進んできた。

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

　　幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園または幼稚園型認定こども園の新設、修理、改造を実施する整備に対し交付する。

　　　交付対象　　　私立認定こども園および認定こども園に移行予定の私立幼稚園、私立保育所の施設整備
　　　　　　　　　（認定こども園に移行しない私立保育所および認定こども園の保育を実施する部分の施設整備は保育所等整備交付金（厚生労働省の市町に対する
　　　　　　　　　直接補助）により実施。また、認定こども園の保育を実施する部分の施設整備の一部は安心こども基金で実施）
　
　
　　　負担割合　　　国庫１／２　　（市町１／４　　設置主体１／４）
　　　　　　　　　　　　教育部分：文部科学省の県に対する直接補助（市町に対する間接補助）
　　　　　　　　　　　　保育部分：①安心こども基金による県から市町への直接補助（２園）
　　　　　　　　　　　　　　　　　②保育所等整備交付金（厚生労働省の市町に対する直接補助）（７園）

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況 　市町も１／４交付する。

事業名 保育所等施設整備費補助金

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

幼児教育と保育を一体的に提供する認定こども園等の施設整備に要する費用の一部を補助することにより、子どもを安心して育てることが出来るような体制整備を行
うことを目的とする

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助金 補 助 金 H30

事業主体 社会福祉法人、学校法人
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国庫１／２　市町１／４　設置主体１／４ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

認定こども園施設整備費補助事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

382,558 665,384

350,260 631,004

347,280

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(92.0%) (94.3%)

94.1%

(3) (11)

3 11

□ 無

■ 有

他県の状況 ・文部科学省および厚生労働省所管の交付金のため、本県に同じ
関連事業の有無・

役割分担

事業名 私立幼稚園教育施設整備事業

（役割分担）

・私立幼稚園の改築など施設整備を行う

活動指標 補助施設数
(目標) (9) 認定こども園施設整備交付金、安心こども基金および保育所等整備交付金の申請予定施設

数
実績

成果指標 耐震化率
(目標) (94.7%)

私立認定こども園等の耐震化率

実績

前年度までの
主な増減理由

・保育を実施する部分について、29年度までは安心こども基金により実施したが、30年度からは、安心こども基金に加えて保育所等整備交付金（厚生労働省の市町に対す
る直接補助）でも実施
・施設整備補助数
　　28年度　3施設
　　29年度　11施設
　　30年度　9施設

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 219,460
・保育を実施する部分について、29年度は安心こども基金により実施したが、30年度から
は、安心こども基金に加えて保育所等整備交付金（厚生労働省の市町に対する直接補助）で
も実施

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

（国庫）認定こども園施設整備交付金
（その他）安心こども基金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

219,460 188,820 30,640

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助金 補 助 金 H30

補助率 国庫１／２　市町１／４　設置主体１／４ 法 定 受 託 事 務

事業主体 社会福祉法人、学校法人
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

認定こども園施設整備費補助事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H21 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 10 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了なし

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

遊具等の環境整備に要する経費を補助する。
①対象経費
　　遊具、運動用具、教具、保健衛生用品等の設備整備費用
②補助基準額
　　２，０００千円／施設
③補助率
　　・私立幼稚園　　　　　国１／３、学校法人等２／３
　　・私立認定こども園　　国１／２、学校法人等１／２

［受益者］ 私立幼稚園、認定こども園の園児 ［想定される受益者数］ 約１万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

私立幼稚園等の施設において、遊具等の環境整備を行うことで、幼児教育の質を向上する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 学校法人、社会福祉法人（幼保連携型認定こども園を設置するもの）

事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 私立幼稚園１／３、認定こども園１／２ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

私立幼稚園等緊急環境整備事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H21 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 10 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

14,357 71,334

10,014 71,334

10,002 38,509

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(30) (79)

28 65

■ 無

□ 有

他県の状況 近隣県（富山県・石川県）において実施
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 補助実績（施設数）
(目標) (95)

私立幼稚園等緊急環境整備事業の申請見込数

実績

成果指標
(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

２８年度は補助対象となる施設の増加による増

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 51,090

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

教育支援体制整備交付金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

51,090 51,090

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

補助率 私立幼稚園１／３、認定こども園１／２ 法 定 受 託 事 務

事業主体 学校法人、社会福祉法人（幼保連携型認定こども園を設置するもの）

事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

私立幼稚園等緊急環境整備事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

園務改善のためのICT化支援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 学校法人
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ３／４ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

幼稚園業務の支援システムの導入を推進し、多岐にわたる幼稚園教諭の業務負担の軽減を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

幼稚園業務の支援システムの導入に要する経費を補助する。
①対象経費
　システム導入に必要な経費
②補助基準額
　７２０千円
③補助率
　国３／４、事業者１／４

［受益者］ 私立幼稚園教諭 ［想定される受益者数］ 約１万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

なし

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ □ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

■ 無

□ 有

そ の 他

園務改善のためのICT化支援事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

補助率 ３／４ 法 定 受 託 事 務

事業主体 学校法人
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移 5,400

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

教育支援体制整備事業費交付金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

5,400 5,400

成果指標
(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 近隣県（富山県・石川県）において実施
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 補助実績（施設数）
(目標) (10)

申請予定施設数

実績
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課長名

□ □ H20 年度

■ 経過年数 年度

■ □ 11 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 拡充 □ 縮減 □ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

事業名

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

H35

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画 〕

　施設の老朽化および児童福祉施設の小規模グループケア実施による施設整備に対し交付する。
　　※小規模グループケア：大人数による集団生活によるケアではなく、家庭的な環境（４～６名）に近い形で施設職員との個別的な関係を重視したケアを
　　　行う体制（平成１７年度から厚生労働省が小規模グループケア実施要項を定め推進している。）

　（１）補助対象経費　　　児童福祉施設等の整備に要する経費
　（２）補助率　　　　　　国１／２　県１／４（設置主体１／４）
　（３）補助対象施設　　　社会福祉法人　慶長会（児童養護施設　ほほ咲みの郷）
　　　　　　　　　　　　　平成３１年２月開所予定（福井市花野谷町４３－４０－２）

［受益者］ 入所中の児童 ［想定される受益者数］ ４０名（定員）

前事業の有無・実績 市町との連携状況

政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

社会的養護を必要とする子どもたちが安心して生活できる環境づくりを進めるため、国の「次世代育成支援対策施設整備事業」を活用して、児童福祉施設等の改修に
対し助成を行う。

事業終了
予定年度

（見直し年
度）補助率 国１／２　県１／４（設置主体１／４） 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業実施方法 補助
事 務
区 分

事 業
区 分

補 助 金
事業
開始
年度

実行予算事業主体 児童養護施設 自 治 事 務

児童養護施設整備事業（次世代育成支援対策施設整備事業）

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 子ども家庭課課名 有賀計子
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課長名

□ □ H20 年度

■ 経過年数 年度

■ □ 11 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

205,320

201,018

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(100%) (100%)

100% 100%

(1) (1)

1

■ 無

□ 有

児童養護施設整備事業（次世代育成支援対策施設整備事業）

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 施設数
(目標)

施設の耐久年数が超過した施設に対し補助を行う

実績

(1)

成果指標 耐震化率
(目標)

全施設耐震化済

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

(100%)

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 276,746

２９年度は白梅学園児童養護施設および乳児院を改築
３０年度は慶長会児童養護施設を改築

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H35

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

276,746 184,497 92,249

国１／２　県１／４（設置主体１／４） 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

次世代育成支援対策施設整備交付金

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 児童養護施設
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

- 32 -



課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

祖父母の育児休暇等取得促進奨励金【継続】
　　・要　件：孫守りのために１０日以上の連続休暇を取得
　　・支給額：１０万円×１５社

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町窓口広報誌や公共施設等での周知呼びかけ

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　仕事と家庭の両立を支援するとともに、子どもが小さいうちは、できるだけ家庭で愛情をかけて育ててあげられるよう、家庭での子育てをしやすい環境づくりを進
める。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

子育てを応援する職場環境づくり推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

1,500 1,500 1,500

1,500 1,500 1,500

1,000 1,200

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(15) (15) (15)

10 12

□ 無

■ 有

他県の状況
岡山県孫育て休暇奨励金　平成２８年度実績　３社
＠５０千円×３社＝１５０千円

関連事業の有無・
役割分担

事業名 ふくいの子宝応援給付金

（役割分担）

・ふくいの子宝応援給付金で、短時間勤務制度を利用した場合に、本
人への経済的負担が大きくならないよう支援する。

活動指標
(目標)

実績

成果指標
祖父母の育児休暇取得奨
励金支給企業数

(目標) (15)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,500

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,500 1,500

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

子育てを応援する職場環境づくり推進事業
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課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
平成２９年９月時点での申請者数：４２件
平成２８年度実績：３０件
平成２７年度実績：２３件

周知先を追加し、より子育て中の世帯に情報が届くように
する

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

　育児休業給付金は休業開始前の賃金により算定されるため、短時間勤務中に次の子を出産し育児休業を取得する場合、短時間勤務時の賃金により給付額が決定さ
れ、、フルタイム勤務時に比べて給付水準が低くなる。
　このため、フルタイム勤務であった人が育児短時間勤務制度を利用し、前の子の出産から３年以内に次の子を出産した場合、フルタイムの賃金水準の給付額との差
額相当分を支給する。
＊支給対象：前の子の育休から復帰して短時間勤務制度を利用し、その期間中に次の子を出産して１歳まで育児休業を取得した者
＊支給上限：３００千円（子が１歳までの育休）または６００千円（子が２歳までの育休）
＊支給人数：９０人

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町窓口や公共施設等での周知、呼びかけ

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

育児短時間勤務の期間中、前の子から３年以内に次の子を出産し育児休業を取得する場合、フルタイム勤務時の賃金水準による育児休業給付金を保証することによ
り、短時間勤務制度の活用促進とともに若い年代での出産を後押しする。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

ふくいの子宝応援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 5 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

30,228 30,199 15,266

30,228 30,199 20,516

5,369 7,264

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(70) (71) (72)

73 74

(100) (100) (50)

23 30

□ 無

■ 有

他県の状況 本県独自施策
関連事業の有無・

役割分担

事業名 家庭での子育て応援事業

（役割分担）

　子育てと仕事の両立をより支援するため、家庭での子育て応援事業
で１歳までの育児休業の取得や短時間勤務制度の利用を推進する。

活動指標 子宝応援給付金支給者数
(目標) (100)

実績

成果指標
子どもが１歳になるまで
育児休業を取得した割合

(目標) (73)

実績

前年度までの
主な増減理由

・平成２６年度は、制度周知のため予算なし
・平成２９年度は、前年度までの支給実績に応じた減

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 27,802

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

27,802 27,802

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率 － 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

そ の 他

ふくいの子宝応援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 廃止 □ その他

見直し額

□ 継続 □ 休止 □

□ 終期の見直し

これまでの特定不妊治療に加え専門的な治療に入る前段階
の検査費や治療費を支援

■ 拡充 □ 縮減

完了―

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況 なし

事業名

（実績）

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H32

事業主体 県
事 務
区 分

不妊治療費助成事業

区分 拡充 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　不妊を心配する夫婦が共に不妊検査を受け、また一般不妊治療を受けた場合にその費用の一部を助成することにより、早期に適切な治療を開始することを促し、子
どもを生み育てやすい環境をつくる。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な福井
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合

　　〇不妊検査・一般不妊治療費助成事業
　　　助成対象：夫・妻ともに不妊検査を受け、一般不妊治療を開始した夫婦
　　　助成条件：婚姻後３年以内かつ妻の年齢４０歳未満、所得制限なし
　　　助 成 額：５万円限度（自己負担額の１／２）
　　　助成回数：１組の夫婦につき１回
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

□ 無

■ 有

経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部区分 拡充

福井県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

補助率 法 定 受 託 事 務

事業主体

課名 子ども家庭課 有賀計子

実行予算 事業終了
予定年度

（見直し年
度）

補 助 金 H32

区分 事業費 国庫 起債 その他

そ の 他

不妊治療費助成事業

一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業
開始
年度

決 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

5,604 5,604

当 初 予 算 額 の 推 移 5,604

事業実施方法 直営

成果指標 助成件数（治療）
(目標) (50)

実績

区　　　　　　分

 ２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

前年度までの
主な増減理由

他県の状況
広島県、東京都…不妊検査費および一般不妊治療費助成事業
鳥取県…不妊検査費助成事業

関連事業の有無・
役割分担

事業名 特定不妊治療費助成事業

（役割分担）

　本事業では、子どもを希望する夫婦が早期に健診を受
け、自身のからだの状態を知る医療費助成を目的とし、特
定不妊治療費助成事業では、その治療方法でしか妊娠を望
めない夫婦の医療費を助成する。

活動指標 助成件数（検査）
(目標)

実績

(150)
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

（１）児童科学館コンテンツ強化事業〔１０，２０６千円〕
　　　・日本科学未来館を参考に、児童科学館の大型モニター「ジオ・エンゼル」の上映コンテンツを追加
（２）児童科学館移動教室開催事業〔３，０９７千円〕
　　　・小学校５、６年生の授業の一環として、科学コミュニケーターや職員による展示解説や実験教室を体験する移動教室を開催
　　　〔１校あたり児童約４０名参加、年間２４校〕
　　　・児童科学館への移動中も科学コミュニケーターによる事前解説や事後の振り返りを実施し、バスの中も学習空間とする

［受益者］ 県内外の未就学児、小学校・中学校の児童・生徒とその保護者等 ［想定される受益者数］ 約６３万人（平成２８年度児童科学館来館者数）

前事業の有無・実績 市町との連携状況
児童科学館の展示エリアを学校の授業等で活用してもらえるよ
う、市町教育員会に依頼

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　日本科学未来館を参考に児童科学館のコンテンツを追加し、恐竜博物館や年縞博物館と連携して子どもの科学の学習に活用する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

子ども地球科学探究心向上プロジェクト

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

572,319 609,631 630,753

□ 無

■ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 児童科学館運営事業

（役割分担）

児童科学館の指定管理
　指定管理者　：（福）ふくい福祉事業団に委託している。
　指定管理期間：平成２６年４月１日～平成３１年３月３１日
　指定管理業務：児童科学館の管理、児童健全育成、科学普及事業等
　指定管理料　：総額１，６５６，０００千円
　　　　　　　　（＠３３１，２００千円×５年間）※債務負担設定

活動指標
(目標)

実績

成果指標 年間来館者数
(目標)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 13,303

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

13,303 13,303

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金

子ども地球科学探究心向上プロジェクト
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

県外の科学館等を訪問する１泊２日のバスツアー事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　平成３１年度に本県で開催される宇宙技術および科学の国際シンポジウム（ＩＳＴＳ）の機運醸成を兼ねて、県内小中学生を日本科学未来館等の最先端の展示を直
に見て触れることにより、宇宙や科学技術に関する興味・関心を高める。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

自然科学パスポート（※）でスタンプを集めた小中学生を県外の科学館等を訪問する１泊２日バスツアーに招待し、勉強したことを平成３１年に福井で開催される宇
宙国際会議（ＩＳＴＳ）で発表する。
※自然科学パスポート：子どもたちが児童科学館や教育博物館などの施設を訪問し、スタンプを集める
①対　　象：スタンプを集めた小学５年生～中学３年生　４０名（抽選）
②訪問施設：（例）１日目日本科学未来館　→　都内宿泊　→　２日目ＪＡＸＡ
③費　　用：児童のバス代、宿泊代、保険料は県が負担する。

［受益者］ 県内外の未就学児、小学校・中学校の児童・生徒とその保護者等 ［想定される受益者数］ 約６３万人（平成２８年度児童科学館来館者数）

前事業の有無・実績 市町との連携状況
児童科学館の展示エリアを学校の授業等で活用してもらえるよ
う、市町教育員会に依頼

事業名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

572,319 609,631 630,753

□ 無

■ 有

そ の 他

県外の科学館等を訪問する１泊２日のバスツアー事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源 国庫、その他財源の名称等

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H31

補助率 ― 法 定 受 託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算
事業
開始
年度

当 初 予 算 額 の 推 移 2,098

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

地方創生推進交付金

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

予算額

2,098 1,049 1,049

成果指標 年間来館者数
(目標)

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 児童科学館運営事業

（役割分担）

児童科学館の指定管理
　指定管理者　：（福）ふくい福祉事業団に委託している。
　指定管理期間：平成２６年４月１日～平成３１年３月３１日
　指定管理業務：児童科学館の管理、児童健全育成、科学普及事業等
　指定管理料　：総額１，６５６，０００千円
　　　　　　　　（＠３３１，２００千円×５年間）※債務負担設定

活動指標
(目標)

実績
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課長名

□ ■ H25 年度

■ 経過年数 年度

■ □ 6 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

登録者数は年々増加傾向
開催回数増（月２回⇒月３回）により、参加延人数も増加

市分については、実施主体を市に移行していく方針
H30からは鯖江市、坂井市が実施予定

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

（１）コーディネーターを配置し、学習ボランティア（学生、教員OB等）を募集、県内７地区で学習塾方式による学習支援を行う。
（２）対象児童：ひとり親家庭の小・中学生（参加費無料）
　　　開催地区：７地区
　　　開催回数：１地区あたり３６回（月３回）
　　　参加人数：延１５００人（想定）
（３）越前市、鯖江市、坂井市が実施する学習支援事業の補助
　　　国庫：県が市実施分の３／４を補助した場合に、補助額の２／３が国庫補助対象額（国１／２、県１／４、市１／４）

［受益者］ ひとり親家庭の親および児童 ［想定される受益者数］ 7,520人（ひとり親家庭医療費助成受給者世帯数、Ｈ29.4.1現在：推計）

前事業の有無・実績 市町との連携状況 県内市町のひとり親家庭支援担当課を通じ、広報を実施

事業名

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　ひとり親家庭となり家庭環境が変化した児童をサポートし、義務教育の段階から学習意欲の低下を防ぐため、学習ボランティアによる学習支援を行い、子どもの健
全育成と自立を促進する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔

第三次　福井県ひとり親家庭自立支援計画
第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託、補助 補 助 金 H30

事業主体 福井県母子寡婦福祉連合会、越前市、鯖江市、坂井市
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国１／２（市町実施時は国１／２、県１／４） 法 定 受 託 事 務 そ の 他

ひとり親家庭児童の学習支援事業

区分 拡充 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

□ ■ H25 年度

■ 経過年数 年度

■ □ 6 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

4,465 5,629 7,030 10,226

4,465 5,629 7,030 9,027

4,359 5,428 6,408

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(900) (1,440) (1,500) (1,500)

589 1,145 1,465

(90) (144) (216) (216)

90 144 206

□ 無

■ 有

他県の状況

・４７都道府県中３３都道府県が実施（市町への補助を含む）
・石川、富山の状況
　石川県　県は未実施、中核市の金沢市を含め、県内18市町が実施
　富山県　管内５市町村で県が実施
　　　　　１市町当たり月に約４回実施

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

・生活保護世帯および生活困窮世帯の小・中学生に対する学習支援
　（県の実施は管内の町分のみ）
・厚生労働省　社会・援護局（国庫１／２）
　（ひとり親家庭児童の学習支援事業は厚生労働省
　　家庭福祉課（国庫１／　２））

活動指標 学習会の開催数
(目標) (216)

実績

成果指標 延べ参加児童数
(目標) (1,500)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 13,519

・鯖江市、坂井市が市で実施するため補助分を積み増し２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

13,519 8,043 5,476 母子家庭等対策総合支援事業

国１／２（市町実施時は国１／２、県１／４） 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 福井県母子寡婦福祉連合会、越前市、鯖江市、坂井市
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 拡充 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託、補助 補 助 金

ひとり親家庭児童の学習支援事業
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課長名

□ □ H27 年度

■ 経過年数 年度

■ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

・平成２９年９月時点において申請１件
・ひとり親家庭の相対的貧困率は、50％を超えており、ひとり親家
庭への支援の拡充が国でも示されている。

・国が支給割合を見直したことにより、従来よりも利用し
やすい制度となった。
・平成２７年度から全国で始まった事業のため今後も広報
を行い、周知していく。

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 100

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

（１）受講修了時給付金
　　　・ひとり親家庭の親・子どもが高卒認定試験対策のための講座(通信制含む)を受講した場合、講座終了後に入学金や受講料の一部を支給する。
　　　・対象講座の受講料の５割相当額（上限１０万円）を補助
（２）合格時給付金
　　　・受講修了時給付金を受けたひとり親家庭の親・子どもが、受講終了日から２年以内に高卒認定試験の全科目に合格した場合に支給する。
　　　・対象講座の受講料の２割相当額（上限５万円）を補助

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

ひとり親家庭の親・子どもの学び直しを支援することにより、より良い条件での就業や転職にむけた可能性を広げ、正規雇用を中心とした就業につなげていくため、
高等学校卒業程度認定試験の合格を目指して対策講座を受講する費用の一部を支給する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔

第三次　福井県ひとり親家庭自立支援計画
第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H35

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国３／４、県１／４ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

□ □ H27 年度

■ 経過年数 年度

■ □ 4 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

1,500 1,500

300 300 300

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(3) (3) (3)

(10) (10) (10)

■ 無

□ 有

他県の状況
実施自治体　　　　　　　30都府県
未実施（検討中）自治体　17県

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 受講終了時給付金受給者
(目標) (10)

実績

成果指標 合格時給付金受給者
(目標) (3)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,400

国の支給割合見直しによる２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H35

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,400 1,050 350 母子家庭等対策総合支援事業

国３／４、県１／４ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業
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課長名

■ □ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

市町を実施主体とした下記支援について補助を実施
（１）病児・病後児保育の利用料補助
（２）放課後児童クラブの利用料補助
（３）高校生の通学費用（定期代）の補助

［受益者］ ひとり親家庭等の親および児童 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町を実施主体として実施

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　ひとり親家庭等の子どもと親にさまざまな経済支援を実施し、子どもが家庭環境に影響されることなく健やかに成長していけるよう支援する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔

第三次　福井県ひとり親家庭自立支援計画
第三次　福井県元気な子ども・子育て応援計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｈ32

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 県１／２、市町１／２ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

ひとり親家庭等の子育て安心プラン事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部 課名 子ども家庭課 有賀計子
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課長名

■ □ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

■ 無

□ 有

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

・新ふくい３人っ子応援プロジェクト
　（病児・病児保育の利用料について第３子以降無償化）

38,000

［予算額の推移等］

実績等を踏まえた３０年度の変更点

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

他県の状況

活動指標

成果指標 利用人数の算出が困難であるため成果指標は設定しない

３０年度区　　　　　　分 目標・指標の考え方・積算根拠

事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

Ｈ32

補助率 県１／２、市町１／２ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業主体 市町 自 治 事 務 実行予算

事業実施方法 補助

実施市町数
(9)

区　　　　　　分 ３０年度

当 初 予 算 額 の 推 移 38,000

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

国庫、その他財源の名称等

（単位：千円）

区分 事業費 国庫 起債 一般財源

予算額

38,000

その他

課名

補 助 金

経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 健康福祉部

事 務
区 分

事 業
区 分

ひとり親家庭等の子育て安心プラン事業

区分 新規 有賀計子子ども家庭課
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